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資料１



趣旨

横浜市の組織再編・事務移管に伴い、以下の３担当・課の

令和８年度の市民協働推進に関する事業概要をご説明いたします。

１ 行財政局 共創推進課 市民協働推進担当

２ 行財政局 共創推進課 共創推進担当（抜粋）

３ 市民局 地域支援部 地域活動推進課（抜粋）
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令和８年度 組織再編・事務移管
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【市民協働推進担当】
（１）市民協働等推進事業
（２）特定非営利活動法人認証等事務
（３）市民協働推進センター事業
（４）よこはま夢ファンド事業

【共創担当】
（１）共創フロント
（２）オープンイノベーション推進事業
（３）ＰＰＰ推進事業

（１）地域活動推進事業
（２）自治会町内会館整備費補助事業
（３）自治会町内会DX応援事業
（４）地域の担い手応援事業
（５）各区市民活動支援センター機能強化事業
（６）市民活動情報のデジタル化事業
（７）市民活動保険事業

令和７年度 令和８年度

（５）（６）事務移管

組織再編

所管事業



１ 行財政局 共創推進課 市民協働推進担当 事業概要①

（１）市民協働推進センター事業（⑧（令和８年度）4,628万円 ⑦（令和７年度）4,428万円）

協働・共創の推進のため、総合相談窓口や人材育成セミナーのほか、連携・協働に向
けたコーディネートや伴走支援、交流連携の場づくりや事例発信、各区市民活動支援セ
ンターとの連携等を行う市民協働推進センターを運営します。

特に、社会課題解決に向けた協働の担い手のすそ野拡大のため、市民活動団体をはじ
めとした様々な主体等との連携を積極的に行い、市内の中間支援組織等とのネットワー
クを活かして、市民公益活動の持続性向上や新たな取組の創出を促進していきます。

（２）市民協働等推進事業（⑧319万円 ⑦394万円）

多様化・複雑化する地域課題を解決し、より住みよいまちづくりの実現に向け、地域
で活動する様々な主体の持つ強みを活かしながら、協働による取組を推進するため、市
民協働推進委員会の運営、市民協働提案事業等を行います。

また、災害時における情報の収集やボランティアの受け入れ、派遣が円滑に行えるよ
う、ICTを活用した災害ボランティアセンターの運営に要する費用等に対して負担金を
交付します。

4※⑧：令和８年度予算、⑦：令和７年度予算。以下同様



１ 行財政局 共創推進課 市民協働推進担当 事業概要②

（３）特定非営利活動法人認証等事務（⑧906万円 ⑦869万円）

特定非営利活動促進法に基づき、所轄庁として、特定非営利活動法人（NPO法
人）の設立・定款変更の認証、認定、指定に関する事務を行うとともに、事業報
告書等の各種届出の受理等を行います。

また、市民協働推進センターと連携し、事業報告書の閲覧や法人設立・運営相
談、活動支援等を行うなど、NPO法人の活動を促進します。

（４）よこはま夢ファンド事業（⑧1億4,619万円 ⑦7,923万円）

市民の皆様や企業等から寄附を募り、市民活動推進基金（よこはま夢ファン
ド）に積み立て、NPO法人の公益的な活動にかかる費用の助成、組織基盤強化支援
等を通じて、団体の運営を支援します。
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２ 行財政局 共創推進課 共創推進担当 事業概要①（抜粋）

（１）公民連携による循環社会及び共生社会の推進（⑧800万円 ⑦200万円）

環境・経済・社会の調和による持続可能な発展と、市民の皆様のウェルビーイングの
実現を公民連携で目指すビジョン「サーキュラーエコノミーplus※（横浜版地域循環型
経済ビジョン）」の推進に向け、市内各地で展開されている民間団体、企業及び大学等
における循環社会及び共生社会の実現に向けた取組を支援します。

サーキュラーエコノミーplusの活動が、市民の皆様のウェルビーイング向上にどれだ
け寄与しているのか、その成果を可視化する取組を進めます。
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２ 行財政局 共創推進課 共創推進担当 事業概要②（抜粋）

（２）こども・若者を中心とする公民連携の取組の推進（⑧600万円 ⑦600万円）

横浜グリーンエクスポに向け、脱炭素や
ネイチャーポジティブ、循環型経済について
議論・実践する「よこはまネイチャーキッズ」
と「ヨコハマゼロワン」の活動を支援します。

こども・若者を中心とする公民連携の取組
を広く発信するために、「よこはま未来の
実践会議」等を実施します。

（３）オープンイノベーションの手法や仕組みの創発（⑧200万円 ⑦200万円）

大学等の研究機関との対話や実証実験を通じた共創ラボ、若者と企業がつなが
る場の提供としての地域共生ハッカソン等の手法や仕組みを活用し、オープンイ
ノベーションを推進します。
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３ 市民局 地域支援部 地域活動推進課 事業概要①（抜粋）

（１）地域活動推進事業（⑧12億8,954万円 ⑦13億5,211万円）

自治会町内会活動への支援として、自治会町内会・地区連合
町内会が実施する地域の見守りや、環境美化活動等の公益的
活動の経費の一部（補助率1/3、上限あり）を補助します。
さらに、市町内会連合会・区連合町内会の運営補助及び
加入案内などの事業に対する支援を行います。
また、自治会町内会加入・活性化促進事業として、

市町内会連合会とともに自治会町内会活動のPRや地域活動の
事例紹介等に取り組み、自治会町内会への加入を促進します。

（２）自治会町内会館整備費補助事業（⑧1億9,326万円 ⑦3億1,471万円）

自治会町内会が整備する会館の整備費の一部（補助率1/2、上限あり）や、LED照明器
具、エアコン、太陽光発電設備等の省エネ効果の高い設備を導入する際の費用の一部
（補助率2/3、上限あり）を補助します。また、風水害等の自然災害による緊急修繕に
対応します。

8

地域の見守り活動の様子



３ 市民局 地域支援部 地域活動推進課 事業概要②（抜粋）

（３）自治会町内会DX応援事業（⑧1,293万円 ⑦2,035万円）

自治会町内会活動におけるデジタルツールの導入・活用については、ノウハウ
を持つ民間事業者と連携し、各団体の状況やニーズに応じた支援を実施します。
また、自治会町内会が行う補助金申請のオンライン化や事務の効率化を図るため
自治会町内会ポータルの運用を開始しました。

（４）地域の担い手応援事業

（⑧703万円 ⑦850万円）

地域主体で課題解決に取り組む地域
づくりを進めるため、自治会町内会の
担い手創出支援や、行政と地域の連携
をより強化するための職員のコーディ
ネート力向上に向けた研修を行います。

9出典：地域支援業務に係るガイドライン（令和２年３月改訂）



３ 市民局 地域支援部 地域活動推進課 事業概要③（抜粋）

（５）各区市民活動支援センター機能強化事業（⑧448万円 ⑦1,706万円）

地域課題の解決や魅力ある地域づくりの一層の推進を図るため、身近な地域で
活動する様々な主体の連携が進むよう、各区市民活動支援センターのコーディ
ネート力向上に向けた取組支援や各種研修・情報交換会を実施します。

（６）市民活動情報のデジタル化事業（⑧380万円 ⑦380万円)

地域活動の担い手不足や新たな担い手の発掘が課題となる中、地域活動の情報
をオンラインサイトで一覧化して発信し、必要な情報を容易に取得できる環境を
整えることで、地域活動への参加促進や、新たな担い手の創出を目指します。

この取組の一環として「横浜地域活動・ボランティア情報サイト「よこむす
び」」を令和７年４月に開設し、令和８年６月に全区での運用を開始しました。
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【参考】市民活動情報のデジタル化事業
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登録でき
る団体

自治会町内会、
地区社会福祉協議会、
各区市民活動支援
センター登録団体、
公園愛護会、水辺愛護会、
ハマロード・サポーター

発信でき
る情報

団体情報、イベント情報、
ボランティア募集情報

サイト活用によるメリット

横浜地域活動・ボランティア情報サイト「よこむすび」

地域活動の担い手不足や新たな担い手の発掘が課題となっている中、各活動団体
の情報は分散していて探しにくく、活動したい人とマッチングがしにくい状況です。

地域活動の情報をオンラインサイトで一覧化して発信し、地域活動への参加促進
や新たな担い手の創出につなげます。令和７年４月に開設し、令和８年６月に全区
での運用を開始しました。
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